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　　　　　　和田ひかる（露翠）　日本習字支部長　　　http://ameblo.jp/wadami0703/ http://edesign-inc.jp E-mail info@edesign-inc.jp

相談・見積
 無料

住まいの事でお困りの際は 何でもお気軽にご相談下さい！住まいの事でお困りの際は 何でもお気軽にご相談下さい！
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市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは、秘書政策課広報報道担当☎0940（36）1055まで
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【表１】歳入決算の前年度比較

歳入項目 26年度決算額 25年度決算額 増減率

自
主
財
源

市税 101億6,936万円 100億7,467万円 0.9％

繰入金 21億9,763万円 5億7,016万円 285.4％

分担金・負担金・
使用料・手数料 10億8,538万円 10億7,147万円 1.3％

財産収入 5億5,520万円 5億60万円 10.9％

繰越金 5億598万円 5億9,769万円 △15.3％

諸収入 3億7,877万円 5億4,650万円 △30.7％

寄附金 3,400万円 2,593万円 31.1％

小　計 149億2,632万円 133億8,702万円 11.5％

依
存
財
源

地方交付税 75億4,924万円 78億5,669万円 △3.9％

国県支出金 73億8,353万円 74億2,584万円 △0.6％

市債 36億1,960万円 48億6,660万円 △25.6％

地方譲与税など 15億3,019万円 14億420万円 9.0％

地方特例交付金 6,437万円 5,970万円 7.8％

小　計 201億4,693万円 216億1,303万円 △6.8％

合　  　計 350億7,325万円 350億5万円 0.2％

▽自主財源＝市の独自財源、自前の収入
▽依存財源＝国などから割り当てられる財源。自らの努力で増やすこと

ができない収入

【グラフ１】
歳入決算の構成割合
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インドアテニススクール入会キャンペーン中！！

キッズ・ジュニアテニススクール市内送迎バス運行開始！

11月15日迄の入会申込は、①入会金   2,160円が無料です!

　　　　　　　　　　②商品券 10,000円分進呈
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キッズ・ジュニア・初心者特別割引・短期回数券は、5,000円分                               

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（グローバルアリーナテニスショップでのみ使用可能）

  月曜日～金曜日までの平日限定。コース・時間の詳細は、お問合せください。

〒811-4153　福岡県宗像市吉留46－1
テニスコート直通TEL．0940 - 33 - 9680　 URL：http://g-arena.com　　E-mail:tennis@g-arena.com

初心者大歓迎！  悠悠割引クラス！  無 料 体 験 受 付 中！

宗像市在住の小学６年生中川原選手

九州大会３冠達成！

今年2月の九州選抜ジュニア選手権

大会・5月の九州小学生テニス大会・

7月の九州ジュニア選手権大会の３

大会すべてに優勝して３冠を達成し

ました。

（3） 平成27年11月1日 No.303むなかたタウンプレス

市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは、秘書政策課広報報道担当☎0940（36）1055まで

お知らせ

【表２】歳出決算の前年度比較

性質別歳出項目 26年度決算額 25年度決算額 増減率

義
務
的
経
費

扶助費 75億458万円 68億6,476万円 9.3％

公債費 43億5,812万円 44億9,413万円 △3.0％

人件費 38億4,169万円 37億8,943万円 1.4％

小　計 157億439万円 151億4,832万円 3.7％

そ
の
他
の
経
費

補助費等 48億355万円 45億1,176万円 6.5％

物件費 47億7,255万円 45億8,612万円 4.1％

繰出金 33億3,897万円 30億655万円 11.1％

積立金 5億792万円 7億852万円 △28.3％

投 資・ 出 資 金・
貸付金 4億1,329万円 6億7,606万円 △38.9％

維持補修費 1億5,622万円 1億7,267万円 △9.5％

小　計 139億9,250万円 136億6,168万円 2.4％

投資的経費 46億8,582万円 56億8,406万円 △17.6％

合　  　計 343億8,271万円 344億9,406万円 △0.3％

▽義務的経費＝支出が義務付けられている固定的経費
▽投資的経費＝将来に資産として残るものに支出する経費

【特別会計決算】

会計名 歳入 歳出

国民健康保険
事業勘定 104億8,256万円 102億2,055万円

直営診療施設勘定 1億1,811万円 1億1,735万円

後期高齢者医療 14億2,879万円 13億8,297万円

介護保険
保険事業勘定 66億8,392万円 66億4,889万円

介護サービス事業勘定 4,960万円 4,561万円

宗像市・福津市介護認定審査会 4,584万円 4,584万円

渡船事業 4億9,257万円 4億9,257万円

漁業集落排水処理施設事業 1億2,353万円 1億2,341万円

【公営企業会計決算】

会計名 収入 支出

下
水
道
事
業
会
計

収益的収支 28億2,717万円 25億5,839万円

資本的収支 6億5,730万円 16億8,011万円

【グラフ２】歳出決算の構成割合

【表３】特別会計・公営企業会計決算

⇒

⇒

市民１人当たりの貯金と借金

特別会計・公営企業会計決算

　市の貯金である基金残高は、総額で190億5,314万円（一般会計
187億268万円、特別会計３億5,046万円）で、前年度と比べ8.4％、
17億3,674万円減少しています。県内他市に比べ高い水準を維持し
ていますが、老朽化する公共施設などの更新や、人口減少に伴う市
税などの収入の減少に備えて、慎重に活用していく必要があります。
＊全会計の基金残高を、市の人口９万6,486人（平成27年３月31日

現在）で割った金額

　市の借金である市債残高は、総額で393億8,614万円（一般会計
268億4,705万円、特別会計６億4,956万円、企業会計118億8,953
万円）で、前年度に比べ2.8％、11億2,946万円減少しています。将
来世代へ過度の負担を残さないよう、繰上償還や市債発行額の抑制
を実施しながら、今後も継続的に市債残高の縮減に努めていく必要
があります。
＊全会計の市債残高を、市の人口９万6,486人（平成27年３月31日

現在）で割った金額額
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【グラフ３】市民１人当たりの貯金と借金の推移
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＊国民健康保険税や介護保険料などの特定の収入があり、 
一般会計と分けて収支を明確にした会計

詳
細
は
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照

詳
細
は
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参
照

＊いずれも普通会計以外の会計です
＊公営企業会計は、消費税抜きで表示

＊民間企業と同様に、事業収益で
運営する会計

　特別会計と公営企業会計の決算額については、表３の通りです。普通会計
と合わせた全会計の財政規模は、歳入・歳出ともに増加しています。

【
２
ペ
ー
ジ
か
ら
続
く
】

貯金は約19.7万円（前年度から1.8万円減）

▽政令市を除く県内26市中、多い方から８位（普通会計）

 ▽基金残高＝総額190億5,314万円

借金は約40.8万円（前年度から1.2万円減）

▽政令市を除く県内26市中、少ない方から５位（普通会計）

   ▽市債残高＝総額393億8,614万円


